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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、家計と国内農業の連携による食料自給率の改善策を、食料の需要サイドか
ら検討することである。需要分析や産業連関分析の結果、世帯規模の縮小は食生活の外部化を促進すること、食材の国
産比率は、内食、中食、外食の順に大きくなることが明らかになった。その結果、現状において、家計と国内農業の連
携によって食料自給率を改善するための現実的な方策は、農業生産効率の改善以外にないことを、比較静学による余剰
分析から指摘した。

研究成果の概要（英文）：The objective of this study is to provide a measure to improve food 
self-sufficiency in Japan from the viewpoint of cooperation between households and domestic agriculture. 
The main outcomes of this study are as follows. First, the reduction in family size has accelerated a 
tendency of outsourcing meal preparation and suppressed the economies of scale in the production of 
home-made meals. Second, it was revealed that the estimate of self-sufficiency of foodstuffs for 
home-made meals was the largest, followed by processed food and food away from home, by using 
input-output table analyses in 1990, 1995, 2000, 2005 and 2011. Then, the only way to lead their 
cooperation which benefits both household and producer sides is to achieve cost reduction by improving 
productivity in domestic agriculture.

研究分野：農学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）日本は国内農業保護のコストを農産物価
格に上乗せする形で家計に転嫁してきた。しか
し、高度成長期以降の半世紀の間に日本の家計
は小型化（世帯規模の縮小）と調理技術の低下
によって食事の外部依存度が高まった。このこ
とは、家計が国内農業保護のコストを負担する
余地が縮小したことを意味する。従来、日本の
食料自給率が継続して低下した原因は供給サイ
ドの問題として捉えられ、需要サイドの変化で
ある家計の小型化や単身世帯の増加などがもた
らす影響は看過されてきた。 
 
（２）戦後の高度成長期以降、日本の家計は、
核家族世帯の増加、少子化と高齢化、単身世帯
の増加という相次ぐ変化を経験して、世帯規模
が継続的に縮小するとともに高齢化した。食料
の最終消費主体である家計の姿が以前とはかな
り異なっていることが食料消費の変化に直結し
ており、この点は消費主体を抽象化してきた従
来の食料需要分析が問題としなかった点である。
これに対して、本研究では、「経済変動に規定さ
れて家計が変容し、その結果、食生活が変化す
る」という仮説を設け、食料消費の変化に関し
て家計の役割を明示的に組み込む。また、仮説
が示す因果関係全体を「構造」として捉える。
その上で仮説を検証し、家計と農業の連携によ
る食料自給率の改善方策を考察する。こうした
アプローチを採る先行研究は少数に留まってい
るのが現状である（草苅 仁「家計生産の派生需
要としての食材需要関数の計測」『2006年度日
本農業経済学会論文集』2006：139-144，草苅 仁
「食料消費の現代的課題―家計と農業の連携可
能性を探る―」『農業経済研究』83(3)2011：
146-160）。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究の目的は、日本の食料自給率の改
善策を食料の需要サイドから検討することであ
る。そのため、従来の需要分析で抽象化されて
きた家計に焦点を当て、家計の変容と食料自給
率の低下との因果関係に着目する。 
①具体的には「経済変動に規定されて家計が変
容し、その結果、食生活が変化する」という仮
説を設ける。この際、家計は消費主体であるだ
けでなく、家事によって財やサービスを生産す
る生産主体でもある。仮説との関係で問題とな
るのは、家計による内食（家庭で調理して食べ
る食事）の生産である。 
②一般に、生産技術としての家事の特徴は、「世
帯規模の経済性」が発現することである。この
際、世帯規模の経済性とは、世帯規模が大きい
ほど一人当たりにかかる家事の手間が軽減され
る、すなわち生産効率が上昇する状態を言う。
したがって、逆に世帯規模が縮小すると、内食
の生産効率は低下して、一人当たりの生産コス
トが上昇するため、内食から中食（なかしょく。
家庭外で調理されたものを食べる食事。家庭外
で調理されたものとは、惣菜、冷凍食品やレト
ルト食品などの調理食品、弁当など）や外食へ

代替し、「食生活の外部化」が進展すると考
えられる。 
③内食、中食、外食の食材需要について、国
産食材の割合が内食＞中食・外食となってい
れば、食生活が外部化すると食料自給率は低
下し、逆の場合は増加する。 
④①に示す仮説のもとで、実証分析により②
と③を検証し、それらの結果をふまえて、食
料自給率の維持・向上につながる家計と農業
の連携方策を探ることが、本研究の目的であ
る。 
 
３．研究の方法 
（１）「経済変動に規定されて家計が変容し、
その結果、食生活が変化する」という仮説を
検証するために実証分析を行う。その際に着
目する点は以下である。 
①先行研究では、戦後、日本で家計の小型化
が一貫して進行しており、このことが食料自
給率の低下につながったとしている。日本の
人口は減少局面に入ったが、合計特殊出生率
は 2005 年に底入れしており、以降、出生率
については増加基調、あるいは横ばいとなっ
た。この点は一貫した家計の小型化とどのよ
うに関係しているのか、さらに、先行研究が
食料自給率との関係で重視している「世帯規
模の経済性」の効果は妥当なのかについて実
証的に検討する。②食事の外部依存度が高ま
るにしたがって、日本全体の食料需要構造を
捉える上で食品産業（外食を含む食品加工
業）の重要性が増大しているのは周知のとお
りである。先行研究は、食品産業の食材需要
について、国産農産物と輸入農産物の割合を
複数の年次について推計しているが、最新デ
ータによる計測をこれらに加え、既存の結論
が保持されるかどうかについて、これも実証
的に検討する。 
③以上の結果から、今後の国産及び輸入農産
物の需要見通しを明らかにする。その上で、
食料自給率の維持・向上につながる家計と農
業の連携方策を比較静学による余剰分析か
ら検討する。 
 
４．研究成果 
（１）戦後の高度成長期以降、日本の家計は、
核家族世帯の増加、少子化と高齢化、単身世
帯の増加という相次ぐ変化を経験して、小型
化（世帯規模の縮小）するとともに高齢化し
た。家計の小型化に伴って、内食の割合が減
少して、中食や外食の割合が増加する「食生
活の外部化」が進展した。こうした状況を、
先行研究は「内食生産における世帯規模の経
済」を計測することで実証した。家計が小型
化すると内食の生産効率が低下するため、食
生活は外部化して内食の割合が減少し、中食
と外食の割合が増加する。その際、内食、中
食、外食の食材が国産農産物と輸入農産物の
それぞれにどの程度由来しているか、総務省
『産業連関表』（同統計については、1995年
版までは総務庁）から推計すると、国産食材



への依存度は、1990，1995，2000，2005年に
おいて、いずれも 内食＞中食＞外食の順である
ことから、食生活の外部化は食材の輸入依存度
を増大させ、食料自給率の低下をもたらすこと
を明らかにした。すなわち、家計の小型化は食
料自給率を低下させる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ １世帯当たり世帯員数 
資料：総務省『家計調査』（全国・二人以上勤労
者世帯） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 世帯数分布（抽出率調整） 

資料：総務省『家計調査』（全国・二人以上勤労
者世帯） 

 
（２）その一方で、日本人女性の合計特殊出生
率は 2005年に 1.26で底を打ち、その後、2013
年まで上昇して 1.43となり、2014年では 1.42
であった。先行研究では、世帯規模は一貫して
縮小しており、すなわち家計の小型化が一貫し
て進行していたが、最近の出生率の上昇との関
係が不明であった。そのため、１世帯当たり世
帯員数（世帯規模）を、総務省『家計調査』（全
国・二人以上勤労者世帯、世帯主の年齢階級別）
から年齢階級別に示したのが図１である。図１
は 2006 年以降の出生率の反転を反映して、若
者世帯で世帯員数が増加する兆しをみせている。
そのため、最近は年齢階級間で世帯員数の時系
列推移がやや異なっている。一方、図１には年
齢階級についての平均値も示したが、平均値に
は出生率の反転は反映されておらず、先行研究

のとおり、世帯員数は一貫して減少している。
世帯員数について、年齢階級別とその平均値
における時系列推移の相違が何に起因する
のかを確認するため、世帯主の年齢階級別デ
ータを平均する際のウエイトとなる世帯数
分布を図２に示した。図２から直ちに明らか
なことは、経年的に 60 歳以上世帯の割合が
増加していることであり、同時に 30 歳代以
下世帯の割合が減少していることである。す
なわち、年齢階級のウエイトが傾向的に変化
しているため、各年齢階級データの時系列推
移と、それを世帯数分布で加重した平均値の
時系列推移とが、必ずしも一致していない。
すなわち、世帯規模について、世帯主の年齢
階級別データの平均値が一貫して減少して
いるのは、年齢階級別データにおける全年齢
階級の世帯員数が減少しているからではな
く、年齢階級別に見ると世帯員数のもっとも
少ない 60 歳以上世帯の割合が急速に増加し
ているためである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）こうした関係が世帯規模効果の計測に
どう影響するか確認するため、世帯主の年齢
階級別データと、その平均値のそれぞれにつ
いて、世帯規模効果を線型近似 AIDS (linear 
approximated Almost Ideal Demand 
System、 LA/AIDS) で計測した。計測結果
から算出した支出弾力性、価格弾力性、世帯

 表１ 弾力性の推定値と規模効果 
  ①年齢階級別データ ②平均データ 

  
内食材料 

調理食品 

・外食 
内食材料 

調理食品 

・外食 

支出 

弾力性 

0.877 *** 1.145 *** 0.494 *** 1.656 *** 

11.985   13.338   5.768   14.932   

価 
格 
弾 
力 
性 

内食 
材料 

-0.436 *** -0.662 *** -0.673 *** -0.424 *** 

-6.790   -8.794   -6.463   -3.146   

調理 
食品 
・外食

-0.441 *** -0.483 *** 0.179 ** -1.232 *** 

-13.023   -12.147   2.194   -11.659   

世 
帯 
規 
模 
弾
力
性 

29歳 
以下 

0.507 *** -0.435 ***    

4.035   -4.035      

30～ 
39歳 

0.781 *** -0.831 ***    

4.989   -4.989      

40～ 
49歳 

0.852 *** -1.068 *** 1.490*** -1.930*** 

4.597   -4.597   9.376 -9.376 

50～ 
59歳 

0.661 ** -0.858 **    

1.907   -1.907      

60歳 
以上 

0.150  -0.226     

0.747   -0.747      

註：1）上段が各推定値を，下段が t値を表す．*** 
は 1%水準で，**は 5%水準で，それぞれゼ 
ロと有意差をもつ． 



規模弾力性を表１に示す。表１は「①年齢階級
別データ」の列が世帯主の年齢階級別データか
ら算出した弾力性であり、「②平均データ」の列
が図１の年齢階級別データを図２のウエイトで
加重した平均値から算出した弾力性を表してい
る。それぞれに理論的に要請される符号条件を
満たしており、絶対値は異なるものの、支出弾
力性は内食材料が非弾力的であるのに対して、
調理食品・外食は弾力的である点、世帯規模弾
力性は内食材料で正、調理食品・外食で負であ
る点で一致している。世帯規模弾力性の符号は、
世帯規模の縮小は食生活の外部化を促進するこ
とを表している。その一方で、①と②の間で、
世帯規模弾力性の絶対値については相違が際立
っている。②の平均データでは世帯規模効果が
大きく検出されるのに対して、①の年齢階級別
データによる効果は相対的に小さい。世帯規模
弾力性の計測結果を大きい順に並べると、40代
＞30代＞50代＞20代＞60代となり、図２から
世帯員数の多い順であることがわかる。家族が
小型化すると、世帯規模効果を発揮する余地も
縮小することがわかった。 
 
（４）次に、総務省『平成 23年（2011年）産
業連関表』が利用可能になったので、内食、中
食、外食の食材が国産農産物と輸入農産物のそ
れぞれにどの程度由来しているか推計する。そ
のため、内食・中食・外食の消費支出によって
誘発される国内生産額と輸入額を推計し，さら
に輸入額のうち加工品の金額について，加工品
を海外で生産する場合に誘発される生産額を競
争型輸入外生モデルで推計した。国産品と輸入
品の需給均衡式は以下のとおりである。 

1( )d dX I A F     （1） 
m mM A X F      （2） 

ただし，X，M はそれぞれ国産生産物合計，
輸入合計を表す列ベクトルである。 dA ， mA は
それぞれ国産品と輸入品の投入係数行列( n次
正 方 行 列 ) で あ り ， /d d

ij ij jA X X ，
/m m

ij ij jA X X ( , 1, , )i j n … で， d
ijX は第 j部門

による国産の第 i財の需要量(中間需要), m
ijX は

第 j部門による輸入の第 i財の需要量(中間需
要)である。 dF は国産品に対する最終需要であ
り，大きくは国内最終需要 ( )

d
DF と輸出 E に分け

られる。 mF は輸入品に対する最終需要である。
輸入品は輸出されないと仮定されるため，これ
がそのまま国内最終需要となる。国産品の生産
誘発額および輸入誘発額の推計式は以下のとお
りである。 

1( )a d dX I A H     （3） 
1( )m d d mM A I A H F     （4） 

ただし， dH は国産品に対する家計消費支出
である。（4）式の輸入誘発額の右辺第 1 項は，
誘発される国産品の生産に要する輸入原材料，
右辺第 2項は輸入品への最終需要を表す。ここ
で，製品として輸入された加工食品や調理済み
食品は，製品としての輸入額が計上されており，

aX とM を比較しても，加工食品や調理済み食
品の原材料である農産物の段階で，どの程度輸
入に依存しているかは不明である。 

そこで，輸入合計M を国内と同じ技術で生
産する場合に、海外で誘発される生産額 fX
を（5）式のように求める。 

1 1( ( )) ( )f d mX I A A M I A M       （5） 
ただし ( ) /d m d m

ij ij jA A A X X X     
（3）式と（5）式について，内食，中食，外
食それぞれの家計消費支出により誘発され
る生産額を，耕種農業の食用と畜産（「その
他の畜産」を除く）について集計し，国産品
と輸入品の比率を金額ベースで算出した。各
年の内生部門数は表２のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（3）式及び（5）式から算出した内食，中食
および外食の国産比率を図３に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ◆内食 ■中食 ▲外食 

図３ 内食・中食・外食の国産比率 
 
国産比率は内食、中食、外食の順に高く，先
行研究と同様の傾向が確認された。ただし、
各品目の国産比率は1995年～2005年まで一
貫して下落傾向であったが，2011年は中食と
外食が上昇したため，３品目の間で格差は縮
小した。 
 
（５）以上の結果から、今後の国産及び輸入
農産物の需要見通しは次のとおりである。家
計が小型化すると、内食生産の技術的特徴で
ある世帯規模の経済により内食の生産効率
が低下するため、食生活は外部化して内食の
割合が減少し、中食と外食の割合が増加する。
その際、国産食材への依存度は、1990，1995，
2000，2005，2011年において、いずれも 内
食＞中食＞外食の順であることから、食生活
の外部化は食材の輸入依存度を増大させ、食
料自給率の低下をもたらすことが明らかと
なった。すなわち、家計の小型化によって今
後も食料自給率は低下すると考えられる。こ
うした状況は先行研究と同様であるが、出生
率が 2005 年に底打ちした点、内食、中食、
外食の間で国産食材への依存度に対する格

表２ 各年の内生部門数 

平成 2年 141部門 
平成 7年 143部門 
平成 12年 152部門 
平成 17年 156部門 
平成 23年 173部門 

 



差が縮小した点で、低下の速度は従来よりも緩
慢になると考えられる。食料消費と農業生産の
主体は、以前は「大きな家計と小さな農家」で
あった。「大きな家計」は世帯規模の経済を活か
してやりくりすることで、「小さな農家」の保護
のコストを負担してきた。しかし、家計の小型
化が進み、一方で農業の規模拡大は遅滞したた
め、現在は「小さな家計と小さな農家」になっ
た。「小さな家計」では食生活の外部化が進み、
外部化で食料の輸入依存度が高まるとともに、
家計をやりくりする余地も縮小した。「小さな家
計」では、以前のように「小さな農家」の保護
のコストを負担する意味が希薄化しつつある。
現状のままでは、家計の食料消費における国産
農産物の割合は、今後、減少していくことが予
想されるというのが、分析から得られた今後の
国産及び輸入農産物の需要見通しである。比較
静学による余剰分析から、農家と家計の双方に
連携（家計が国産農産物を持続的に購入するこ
と）のメリットがあるのは、いずれも生産効率
の上昇による需要もしくは供給曲線のシフトで
あることが先行研究で明らかにされている。本
研究の計測結果についても、この枠組みが有効
であることが確認できた。この際の需要曲線の
シフトとは、小さな家計が再び大きくなれば、
世帯規模の経済が働いて、国産食材の依存度が
高い内食の生産効率を上昇させるため、食材需
要曲線の上方シフトで国産農産物に傾斜した派
生需要の増大が生じることを意味する。この際、
農産物価格は上昇するので、家計から農家へ余
剰の移転が起こるが、家計は生産効率の上昇で
移転の一部または全部を回収可能である。一方
の供給曲線のシフトとは、農家の規模拡大で生
産効率が上昇して、供給曲線が下方へシフトす
る状況を意味する。この際、農産物価格は下落
するので、農家から家計へ余剰の移転が起こる
が、農家は生産効率の上昇で移転の一部または
全部を回収可能である。家計が「大きな家計」
に復帰することが困難な現状では、引き続き農
業の規模拡大を目指すべきであると考えられる。 
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